
財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記
該当なし

２．重要な会計方針
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法によっている。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法による原価法によっている。

（３）固定資産の減価償却の方法
建物・・・定額法
　　（ただし平成10年3月31日以前に取得したものは定率法）
構築物・・・定率法
車両運搬具・・・定率法
機械装置・・・定率法
什器備品・・・定率法
種畜・・・定額法
リース資産・・・リース期間定額法

（４）引当金の計上基準
　退職給付引当金は、当財団職員給与規程に基づき、期末在籍職員の期末要支給額
を計上している。

（５）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　当財団は、会計監査人を設置していないため、キャッシュ・フロー計算書を作成
していない。

（６）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

３．会計方針の変更
該当なし

４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産
　普通預金 30,155,444 6,014 0 30,161,458
　土地 17,548,583 0 0 17,548,583

小　計 47,704,027 6,014 0 47,710,041
特定資産
　退職給付引当資産 5,402,662 800 0 5,403,462
　減価償却引当資産 22,956,851 4,728 5,000,840 17,960,739

小　計 28,359,513 5,528 5,000,840 23,364,201
合　計 76,063,540 11,542 5,000,840 71,074,242

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産
　普通預金 30,161,458 0 30,161,458 －
　土地 17,548,583 0 17,548,583 －

小　計 47,710,041 0 47,710,041 －
特定資産
　退職給付引当資産 5,403,462 － 5,403,462 5,403,462
　減価償却引当資産 17,960,739 0 17,960,739 －

小　計 23,364,201 0 23,364,201 5,403,462
合　計 71,074,242 0 71,074,242 5,403,462



６．担保に供している資産
該当なし

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
　建物 366,843,583 257,030,940 109,812,643
　構築物 131,209,080 109,311,816 21,897,264
　機械装置 97,312,819 92,283,774 5,029,045
　車両運搬具 25,928,714 21,692,635 4,236,079
　什器備品 33,862,227 33,179,106 683,121
　種畜 15,873,269 8,808,978 7,064,291
　リース資産 6,588,000 4,179,800 2,408,200

合　計 677,617,692 526,487,049 151,130,643

８．重要な後発事象
平成２５年４月１日に、特例民法法人から公益財団法人に移行した。

９．その他の注記
該当なし


